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研究成果の概要：本研究は、「法秩序の憲法化」の一局面として情報法を捉えるとともに、アメ

リカ・ドイツ憲法、とりわけ放送の自由の検討を通じて、表現の自由等の憲法的価値を防御権

と客観法としての保護の二つの側面から検討するとともに、司法による防御権の救済の貫徹と

立法・行政によるメディアの社会的役割・機能の維持・達成のための制度形成・具体化のあり

方とその問題点を検討したものである。 
 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 1,000,000 0 1,000,000 

２００８年度 600,000 180,000 780,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 1,600,000 180,000 1,780,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：法学・公法学 
キーワード：情報法・放送法・表現の自由 
 
１．研究開始当初の背景 
 
(1)「情報法」は、情報化社会の到来とともに、
各国で言及されるようになったという点で、
比較的新しい法領域に属する。しかし、マ
ス・メディアの活動に関する法的規律は憲法、
名誉毀損の問題は民刑事法、情報公開は行政
法といったように、情報法を構成するいくつ
かの分野は、これまでも既存の法学において
研究が進められてきたところでもあった。 
 このため情報法は現在、こうした諸法学分
野がいわば交錯する十字路のような情況を

呈しており、情報化社会において国民生活に
とって重要な法的問題の多くがそこに集ま
ってくるとともに、それをいわば交通整理し、
統一的に把握するための試みは、未だ十分に
深められていない憾みがある。本研究は、情
報法の名の下で論じられるべき法的諸問題
を整理する視座・観点を解明することを試み
るものである。 
 
(2)研究代表者は、ドイツの憲法裁判権の研究
を出発点とし、強力な憲法裁判制度の下で問
題となった憲法と他の法領域の多様な関係



を「法秩序の憲法化」の視座の下で捉える動
向を研究するとともに、最近では放送法制に
関する研究を進めてきた。ドイツでは放送法
制は、ドイツ連邦憲法裁判所の判例による法
形成が進められてきた分野である等、情報法
の全分野において憲法との関係が明示的に
主題化されることが多い。 
 
(3)このことに示唆を受けて研究代表者は、わ
が国の情報法研究においても、例えば表現の
自由や自己情報コントロール権といった、憲
法上の権利・利益の側から諸問題を照射する
だけでなく、この憲法上の権利・利益が法
律・行政計画や判例等の国家実務によってい
かにして実現されるべきか、またその実現に
関する法的問題が、伝統的な法領域の固有の
論理との関係でいかなる具体的な様相を取
るかを明らかにすることが重要ではないか、
という着想を得るに至った。本研究は、こう
した着想を本格的な研究へと実施するもの
である。 
 
 
 
２．研究の目的 
 
(1)本研究は、一面では１．で述べたような「法
秩序の憲法化」の一局面として情報法を捉え
るとともに、他方で情報法の領域における一
般的な視座・観点を彫琢して、もって情報法
に関する個別的諸問題の検討の準備作業を
行うことを目的とする。 
 
(2)すなわち、①情報に関する憲法的価値(表
現の自由、情報に対する権利など)の解明、②
立法・行政・司法による憲法的価値の実現の
あり方とその問題点を、特に日本とドイツ、
加えて英米の動向を比較することで、明らか
にする。その過程で、とりわけ放送法制をい
わゆる参照領域として取り上げる。 
 
(3)本研究を通じて、現在、情報公開、個人情
報保護・プライバシー、新聞、放送、通信、
インターネット等に関する、ややもすれば個
別化しがちな法的研究を、憲法の下で統一的
に考察するための視座を獲得しようとする
ところにある。その成果として、現在の流動
的な情報化社会を規律するための動態的な
捉え方を提示することをめざす。 
 
 
 
３．研究の方法 
 
(1)2007 年度 
 
①ドイツの情報法・憲法に関する現状と研究

の調査 
「法秩序の憲法化」の観点から示唆の多い

ドイツの情報法・憲法の現状・研究について、
とりわけ放送法制を中心に幅広く資料・文献
の収集及び調査を行った。 
 
②わが国の情報法に関する現状と研究の調
査 
わが国の情報法に関する現状と研究につ

いて、①で得られる知見との比較・検討を中
心に、研究を進めた。主として、表現の自由
や情報に対する権利の捉え方の発展や、それ
を実現する法制度の検討に、重きを置いた。 
 
(2)2008 年度 
 
①ドイツの情報法・憲法に関する現状と研究
の調査 
 「法秩序の憲法化」の観点から示唆の多い
ドイツの情報法・憲法の現状・研究について、
幅広く資料・文献の収集及び調査を行う作業
を、前年度に引き続き行った。 
 
②英米の情報法に関する現状と研究の調査 

わが国の情報法に大きな影響を与えてい
るアメリカ・イギリスの情報法の現状・研究
について、幅広く資料・文献の収集及び調査
を行った。 
 
③わが国の情報法に関する現状と研究の調
査 
わが国の情報法に関する現状と研究につい
て、①②で得られる知見との比較・検討を中
心に、研究を進めた。表現の自由や情報に対
する権利が、立法・行政・司法のプロセスに
おいていかにして実現されるべきかに、検討
の重きを置いた。 
 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究の現段階での研究成果は、以下の通
りである。 
 
(1)情報法に関する二つの見方 
 
 現下の情報化社会の急速な進展の下で、情
報法に関する法理は、再検討を迫られている。 
これまでわが国の情報法に関する議論で

は、主としてアメリカ憲法に着想を求め、表
現の自由を個人の自由として理解すること
を出発点として議論されてきた一方、ドイツ
の憲法・情報法に影響を受けて、国民の知る
権利に対するメディアの公共的な責任を強
調する議論がなされてきた。 
 この二つの基本的な見方は、必ずしも明確



に突き詰めて考えられることが少なくなか
ったように思われるが、本研究は両者の見方
について改めて検討した上で、防御権として
の憲法上の権利を前提とした法秩序の憲法
化という基本的な理解の下で、両者の調和的
な理解を模索し、わが国の情報法に関する現
状について、立法・行政・司法のプロセスに
おいていかにして実現されるべきかという
観点から研究を進めた。 
 
(2)防御権としての表現の自由 
 
 防御権としての表現の自由については、い
かなる個人の表現活動が、憲法 21 条の保護
を受けるのかが問題となる。本研究では、従
来アメリカ憲法において「無価値表現」「低
価値表現」として論じられてきた問題(いわ
ゆる two-tier theory)を、ドイツの三段階図
式にいう憲法上の権利の保護範囲の問題と
してどこまで読替え可能かを検討すること
で、問題の整理を図った〔後掲雑誌論文④〕。 
 また、アメリカ憲法に示唆を受け、わが国
の憲法学において多数説である表現内容規
制・表現内容中立規制二分論についても、憲
法上の権利の制約とその正当化の観点から、
問題点の整理を図った〔後掲雑誌論文②〕。 
 さらに表現の自由の文面審査の手法とさ
れてきた漠然性(vagueness)故に無効の法理、
過度に広汎性(overbreadth)故に無効の法理
については、防御権ではなく客観法としての
表現の自由に由来する裁判所による特別の
保障という観点からの整理を試みた〔後掲雑
誌論文①〕。 
 
(3)放送の自由等のメディアの自由 
 
放送の自由については、従来は個人の表現

の自由の延長でそれを捉えた上で、「放送の
公共性」に特別の規制根拠を求める理解がな
されてきた。 
 本研究は、こうした説明が放送の技術的特
性に着目した観念であり、現在のメディア状
況の変容や「公共性」一般に関する議論動向
から見て、必ずしも適切とは言えないこと、
むしろドイツにおける憲法判例や公共放送
の機能的任務論を前提にすれば、あるべき社
会像を正面に見据えて、そこにおける放送の
あるべき役割・機能を規範的に論じるべきこ
とを検討した〔雑誌論文⑤⑦、図書③〕。 
 また本研究では、社会的役割・機能論が国
民の知る権利に奉仕するメディア一般にも
妥当する側面を有すること、そうした役割を
果たす際においてメディアに従事する専門
的職能の自由の保障が重要であることにつ
いても検討した〔雑誌論文②⑤〕。 
 たとえば番組編集の自律(放送法 3条の 2)
が、取材対象者の「期待権」によって制限さ

れるのは慎重であるべきである〔雑誌論文
⑥〕、メディアの取材源秘匿特権が憲法上の
権利として認められるべきである〔神戸大学
COE・公共空間研究会(2007 年 11 月)における
コメント発言(活字としては未公表)〕ものと
考えた。 
 
(4)法秩序の憲法化としての情報法 
 
「法秩序の憲法化」の観点の下では、誰が

憲法上の与件を法秩序において具体的に展
開し、あるいは保障するのかが競合しうるこ
とになる〔この点は、個人情報保護法制の概
観検討を含め、2006 年に公表した図書①を
改訂した〕。 
 こうした役割の分担と競合の観点から、従
来の情報法に関する議論を整理すれば、(2)
で述べた防御権としての表現の自由につい
ては、裁判所による防御権としての表現の自
由の救済の貫徹が問題となっており、(3)で扱
った放送の自由については、立法・行政によ
る客観法としての表現の自由の制度的な形
成・具体化が問題になっていると見ることが
できる。 
もっとも既に(2)(3)で述べたことからも

示唆されるように、この客観法としての表現
の自由・情報の自由の制度の形成・具体化は、
一定の裁判所による保障・実現も認められる
べきであり、要は適切な役割分担の問題であ
るといえる。 
 この観点から、放送と通信の融合・連携を
前提として、現在総務省において進められて
いる情報通信法制の一体化についても、先述
の放送の機能・役割論に加えて、立法と行政
の役割分担や情報通信規制の主体のあり方
についても検討を進めた〔雑誌論文③(コメン
ト発言)、図書②〕。 
 
 研究代表者としては、今後できるだけ早期
に、本研究の成果を最終的に取りまとめて、
公表したいと考えている。 
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